
補助対象経費上限額 補助率 補助⾦上限額 備考

新規申請者 ２／３ ６００万円
リピーター １／２ ４５０万円
新規申請者 １／３ ３００万円
リピーター １／４ ２５０万円
新規申請者 ２／３ ３，０００万円
リピーター １／２ ２，２５０万円
新規申請者 １／３ １，５００万円
リピーター １／４ １，１２５万円
新規申請者 ２／３ ２，０００万円
リピーター １／２ １，５００万円
新規申請者 １／３ １，０００万円
リピーター １／４ ７５０万円
新規申請者 ２／３ １，０００万円
リピーター １／２ ７５０万円
新規申請者 １／３ ５００万円
リピーター １／４ ３７５万円
新規申請者 ２／３ １，０００万円
リピーター １／２ ７５０万円
新規申請者 １／３ ５００万円
リピーター １／４ ３７５万円
新規申請者 ２／３ ５００万円
リピーター １／２ ３７５万円
新規申請者 １／３ ２５０万円
リピーター １／４ １８７．５万円
新規申請者 ２／３ ３００万円
リピーター １／２ ２２５万円
新規申請者 １／３ １５０万円
リピーター １／４ １１２．５万円
新規申請者 ２／３ ３００万円
リピーター １／２ ２２５万円
新規申請者 １／３ １５０万円
リピーター １／４ １１２．５万円
新規申請者 ２／３ １，０００万円
リピーター １／２ ７５０万円
新規申請者 １／３ ５００万円
リピーター １／４ ３７５万円
新規申請者 ２／３ １，０００万円
リピーター １／２ ７５０万円
新規申請者 １／３ ５００万円
リピーター １／４ ３７５万円
新規申請者 ２／３ ３００万円
リピーター １／２ ２２５万円
新規申請者 １／３ １５０万円
リピーター １／４ １１２．５万円
新規申請者 ２／３ ３００万円
リピーター １／２ ２２５万円
新規申請者 １／３ １５０万円
リピーター １／４ １１２．５万円

４００万円 タンク容量１０KL未満
１，０００万円 タンク容量１０KL以上

３００万円 タンク容量１０KL未満
７５０万円 タンク容量１０KL以上
２００万円 タンク容量１０KL未満
５００万円 タンク容量１０KL以上
１５０万円 タンク容量１０KL未満
３７５万円 タンク容量１０KL以上

新規申請者 ２／３ ２００万円
リピーター １／２ １５０万円
新規申請者 １／３ １００万円
リピーター １／４ ７５万円
新規申請者 ２／３ ８７５万円
リピーター １／２ ６５６．２万円
新規申請者 １／３ ４３７．５万円
リピーター １／４ ３２８．１万円

２／３ ２，０００万円
１／２ １，５００万円

中⼩企業等

⾮中⼩企業

中⼩企業等

⾮中⼩企業

⼟壌浄化費⽤を含む

⼟壌浄化費⽤を含む

⼟壌浄化費⽤を含む

１ＳＳあたりの上限額

地下タンク等の
撤去等⼯事

３，０００万円
地下埋設配管の
⼊換⼯事

（１）べーパー回収設備整備事業

中⼩企業等

⾮中⼩企業
１，５００万円

９００万円

４，５００万円
地下タンク等の
⼊換等⼯事

中⼩企業等

⾮中⼩企業

⾮中⼩企業

１，５００万円

７５０万円

中⼩企業等

１ＳＳあたりの上限額
⾮中⼩企業

（４）省エネ型洗⾞機整備事業

中⼩企業等
４５０万円

⾮中⼩企業
SIR設置⼯事

１ＳＳあたりの上限額
⾮中⼩企業

⾞番認証システム、
デジタルサイネージ

中⼩企業等
１，５００万円 １ＳＳあたりの上限額

⾮中⼩企業

セルフサービスSS⼜は
セルフ化するフルサービ
スSS

中⼩企業等
４５０万円 １ＳＳあたりの上限額

⾮中⼩企業
フルサービスSS

１ＳＳあたりの上限額
⾮中⼩企業

（７）タブレット型給油許可システム整備事業

リピーター

新規申請者

リピーター

中⼩企業等

⾮中⼩企業

（６）省エネ型ローリー整備事業

２／３

１／２

１／３

１／４

タンク容量１０KL未満
６００万円

タンク容量１０KL以上
１，５００万円

新規申請者

（８）灯油タンク等スマートセンサー整備事業

３，０００万円

（５）ＰＯＳシステム整備事業
（⾞番認証システム等含む）

（３）地下タンク等撤去・漏えい防⽌事業

（２）地下タンク等⼊換事業

中⼩企業等
３００万円

POS
システム

中⼩企業等
合計して

４５０万円

中⼩企業等
１，５００万円

内⾯ライニング
施⼯⼯事

電気防⾷システム
設置⼯事

⾮中⼩企業

中⼩企業等

設備ごとの事業内容

令和4年度補正予算 SSの事業再構築・経営⼒強化事業（設備導⼊等⽀援）

企業規模等

新規申請者
リピーター

（９）官公需システム整備事業

精密油⾯計
設置⼯事

中⼩企業等
４５０万円

⾮中⼩企業

中⼩企業等
１，３１２．５万円 １事業者あたりの上限額

⾮中⼩企業


